
１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a b c d e f g h i j k l
該当
なし

1 社外取締役 ○ △ 訂正・変更 有

2 社外取締役 ○ △ 訂正・変更 有

3 社外取締役 ○ ○ 訂正・変更 有

4 社外取締役 ○ ○ 訂正・変更 有

5 社外取締役 ○ △ 新任 有

6 社外取締役 ○ △ 新任 有

7 社外取締役 ○ ○ 新任 有

３．独立役員の属性・選任理由の説明
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社外取締役／
社外監査役

独立役員氏名

浜崎　祐司

海老沼　隆一

小橋川　保子

番号

＜社外取締役として選任した理由＞
　当社は、浜崎祐司氏の当社グループ外の上場会社等における企業経営経験で得た情報通信領
域および重電領域等に関する豊富な経験、知識、専門的見地および人的関係等を当社の経営に
活かして、当社グループの企業価値向上に貢献いただくとともに、独立役員の立場で当社グ
ループの業務執行と離れた客観的な第三者の立場から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保する助言や提言をいただくことにより、当社の経営を監督する立場で活躍することを期待
して、社外取締役として選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、浜崎祐司氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立性
を有していると判断し、独立役員として指定しています。

＜社外取締役として選任した理由＞
　当社は、鬼塚ひろみ氏の当社グループ外の上場会社等における業務および企業経営を通じて
得た情報産業分野、電気産業分野、主にOEM販売、海外代理店販売等の豊富な経験、知識、専門
的見地および人的関係等を当社の経営に活かして、当社グループの企業価値向上に貢献いただ
くとともに、独立役員の立場で当社グループの業務執行と離れた第三者の立場から取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保する助言や提言をいただくことにより、当社の経営を監督す
る立場で活躍することを期待して、社外取締役として選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、鬼塚ひろみ氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立
性を有していると判断し、独立役員として指定しています。

独 立 役 員 届 出 書

異動内容
本人の
同意

異動（予定）日

役員の属性（※２・３）

会社名

提出日 2025/5/21

独立役員届出書の
提出理由

番号

2025/6/25

コード株式会社ＪＶＣケンウッド 6632

定時株主総会に社外取締役（監査等委員である取締役を除く）および監査等委
員である社外取締役の選任議案が付議されるため

鬼塚　ひろみ

平子　裕志

平野　聡

藤岡　哲哉

該当状況についての説明（※４）

　浜崎祐司氏の兼職先である株式会社明電舎と当社との間には、相互に寄附を含
む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　同氏が過去に役職員を務めた住友電気工業株式会社と当社との間には、過去
（当連結会計年度の取引関係はありません。）に仕入および販売の取引関係があ
りますが、当時の取引額は、各取引年度の当社および同社の連結売上高の１％未
満であり、当社および同社の双方にとって主要な取引に該当せず、その他相互に
寄附、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。なお、同氏が同社の役
職員を辞してから10年以上が経過しており、現時点において同社との間に何らの
関係もありません。同氏が過去に役職員を務めた一般社団法人日本電機工業会と
当社との間には、相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係は
ありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

　鬼塚ひろみ氏の兼職先である東京エレクトロン　デバイス株式会社と当社との
間には、過去から現在にかけて仕入および販売の取引関係があり、当連結会計年
度の取引額は約40億円で、当社および同社の連結売上高の１％を超えております
が、当社および同社の双方にとって主要な取引に該当せず、その他相互に寄附、
役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　同氏が過去に役職員を務めた東京芝浦電機株式会社（現　株式会社東芝）と当
社との間には、過去（当連結会計年度の取引関係はありません。）に仕入の取引
関係があり、2013年３月期における当社と同社との取引額は約40億円で、当時の
当社の連結売上高の１％を超えており、当時の同社の連結売上高の１％未満であ
りましたが、当社および同社の双方にとって主要な取引に該当せず、その他相互
に寄附、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。なお、同氏が同社の
役職員を辞してから10年以上が経過しており、現時点において同社との間に何ら
の関係もありません。また、同氏が過去に役職員を務めたヤフー株式会社および
Zホールディングス株式会社（現　LINEヤフー株式会社）と当社との間には、過去
から現在にかけて仕入の取引関係が、東芝メディカルシステムズ株式会社（現
キヤノンメディカルシステムズ株式会社）と当社との間には、過去から現在にか
けて販売の取引関係がそれぞれありますが、当時および当連結会計年度の取引額
は、各取引年度の当社および各社の連結売上高の１％未満であり、当社および各
社のそれぞれにとって主要な取引に該当せず、その他相互に寄附、役員の相互派
遣、株式保有等の関係はありません。なお、同氏がヤフー株式会社（現　LINEヤ
フー株式会社）の役職員を辞してから１年、Zホールディングス株式会社（現
LINEヤフー株式会社）の役職員を辞してから４年、東芝メディカルシステムズ株
式会社（現　キヤノンメディカルシステムズ株式会社）の役職員を辞してから10
年以上が経過しており、現時点において各社との間に何らの関係もありません。
同氏が過去に役職員を務めた株式会社イーブックイニシアティブジャパン（現
LINE Digital Frontier株式会社）と当社との間には、相互に寄附を含む取引、役員の
相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

選任の理由（※５）

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定している（※１）
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　海老沼隆一氏の兼職先である由風BIOメディカル株式会社および株式会社ニクニ
と当社との間には、それぞれ相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有
等の関係はありません。また、同氏が過去に役職員を務めたキヤノン株式会社と
当社との間には、過去から現在にかけて仕入および販売の取引関係があります
が、当時および当連結会計年度の取引額は、各取引年度の当社および同社の連結
売上高の１％未満であり、当社および同社のそれぞれにとって主要な取引に該当
せず、その他相互に寄附、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。な
お、同氏が同社の役職員を辞してから3年が経過しており、現時点において同社
との間に何らの関係もありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

＜監査等委員である社外取締役として選任した理由＞
　当社は、海老沼隆一氏の当社グループ外の上場会社における製造・技術部門等での広範な業
務を通じて得た豊富な経験、知識、専門的見地ならびに監査役としての経営経験等を活かすこ
と、また、当社の独立社外監査役として当社グループと離れた客観的な立場での経験を活かし
て、引き続き、取締役会および監査等委員会において当社の経営を監督、監査する立場で活躍
することを期待して、監査等委員である社外取締役として選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、海老沼隆一氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立
性を有していると判断し、独立役員として指定しています。

　小橋川保子氏の兼職先であるJK＆CREW税理士法人および日東電工株式会社と
当社との間には、それぞれ相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有等
の関係はありません。また、同氏が過去に役職員を務めたみかさ監査法人および
株式会社アートネイチャーと当社との間には、それぞれ相互に寄附、役員の相互
派遣、株式保有等の関係はありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

＜監査等委員である社外取締役として選任した理由＞
　当社は、小橋川保子氏の公認会計士および税理士という財務・会計の専門家としての高い見
識等と、当社グループ外の上場会社における社外取締役および社外監査役としての経営経験等
を活かすこと、また、当社の独立社外監査役として当社グループと離れた客観的な立場での経
験を活かして、引き続き、取締役会および監査等委員会において当社の経営を監督、監査する
立場で活躍することを期待して、監査等委員である社外取締役として選任しています。同氏
は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記
の理由から監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断し
ました。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、小橋川保子氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立
性を有していると判断し、独立役員として指定しています。

＜社外取締役として選任した理由＞
　当社は、平子裕志氏の当社グループ外の上場会社における業務および国内外での企業経営等
を通じて得た豊富な経験、知識、専門的見地および人的関係等を当社の経営に活かして、当社
グループの企業価値向上に貢献いただくとともに、独立役員として当社グループの業務執行と
離れた客観的な第三者の立場から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する助言や提言
をいただくことにより、当社の経営を監督する立場で活躍することを期待して、社外取締役と
して選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、平子裕志氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立性
を有していると判断し、独立役員として指定しています。

＜社外取締役として選任した理由＞
　当社は、平野聡氏の当社グループ外の上場会社における製造・技術部門等での業務ならびに
取締役としての国内外での企業経営等を通じて得た豊富な経験、知識、専門的見地および人的
関係等を当社の経営に活かして、当社グループの企業価値向上に貢献いただくとともに、独立
役員として当社グループの業務執行と離れた客観的な第三者の立場から取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保する助言や提言をいただくことにより、当社の経営を監督する立場で活
躍することを期待して、社外取締役として選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、平野聡氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立性を
有していると判断し、独立役員として指定しています。

＜監査等委員である社外取締役として選任した理由＞
　当社は、藤岡哲哉氏の当社グループ外の上場会社における経理・財務部門および海外法人で
の経験を通じて得た豊富な経験、知識、専門的見地ならびに監査役としての経営経験等を活か
すこと、また、当社の独立社外監査役として当社グループと離れた客観的な立場での経験を活
かして、引き続き、取締役会および監査等委員会において当社の経営を監督、監査する立場で
活躍することを期待して、監査等委員である社外取締役として選任しています。

＜独立役員に指定した理由＞
　当社は、当社が定める独立性を客観的に判断する「４．補足説明」に記載の「当社の独立性
判断基準」により、藤岡哲哉氏が一般株主との利益相反が生ずるおそれがなく、十分な独立性
を有していると判断し、独立役員として指定しています。

　平子裕志氏の兼職先である九州電力株式会社と当社との間には、過去から現在
にかけて仕入の取引関係がありますが、当時および当連結会計年度の取引額は、
各取引年度の当社および同社の連結売上高の１％未満であり、当社および同社の
それぞれにとって主要な取引に該当せず、その他相互に寄附、役員の相互派遣、
株式保有等の関係はありません。また、同氏の兼職先であるANAホールディング
ス株式会社および株式会社セブン銀行と当社との間には、それぞれ相互に寄附を
含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　同氏の兼職先となる予定であるSMBC日興証券株式会社と当社との間には、当連
結会計年度に証券取引における手数料支払い等の取引関係がありますが、その取
引額は当社および同社の連結売上高の１％未満であり、当社および同社のそれぞ
れにとって主要な取引に該当せず、また、同社は当社の株式を229,526株（保有
比率0.2％未満）を保有していますが、同社の証券業務等にかかる目的による保有
で重要な資本関係には該当せず、その他相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣
等の関係はありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

　平野聡氏の兼職先である株式会社トプコンと当社との間には、相互に寄附を含
む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。また、同氏が過去に
役職員を務めたTopcon Positioning Systems, Inc.と当社との間には、相互に寄附を
含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　同氏の兼職先となる予定であるサクサ株式会社と当社との間には、過去から現
在にかけて相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありま
せん。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。

　藤岡哲哉氏の兼職先となる予定である日本板硝子株式会社と当社との間には、
相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。
　同氏が過去に役職員を務めた日本電気株式会社と当社との間には、過去から現
在にかけて仕入および販売の取引関係がありますが、当時および当連結会計年度
の取引額は、各取引年度の当社および同社の連結売上高の１％未満であり、当社
および同社のそれぞれにとって主要な取引に該当せず、その他相互に寄附、役員
の相互派遣、株式保有等の関係はありません。なお、同氏が同社の役職員を辞し
てから７年が経過しており、現時点において同社との間に何らの関係もありませ
ん。
　また、同氏が過去に役職員を務めたNECキャピタルソリューション株式会社と
当社との間には、過去（当連結会計年度の取引関係はありません。）に販売の取
引関係がありますが、当時の取引額は、当社および同社の連結売上高の１％未満
であり、当社および同社のそれぞれにとって主要な取引に該当せず、その他相互
に寄附、役員の相互派遣、株式保有等の関係はありません。なお、同氏が同社の
役職員を辞してから５年が経過しており、現時点において同社との間に何らの関
係もありません。同氏が過去に役職員を務めたNECヨーロッパ社（ロンドン）と
当社との間には、相互に寄附を含む取引、役員の相互派遣、株式保有等の関係は
ありません。
　また、同氏は、過去に当社の上記以外の主要取引先や主要株主の業務執行者等
であった経験はありません。
　以上により、当社は、同氏が独立性を有すると判断しております。



４．補足説明

※１ 社外役員のうち、独立役員の資格を充たす者の全員について、独立役員として届け出ている場合には、チェックボックスをチェックしてください。
※２ 役員の属性についてのチェック項目

　a．上場会社又はその子会社の業務執行者
　b．上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（社外監査役の場合）
　c．上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
　d．上場会社の親会社の監査役（社外監査役の場合）
　e．上場会社の兄弟会社の業務執行者
　f．上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
　g．上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
　h． 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
　i． 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
　j． 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
　k． 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
　l． 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
以上のa～lの各項目の表記は、取引所の規則に規定する項目の文言を省略して記載しているものであることにご留意ください。

※３ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」を表示してください。
近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」を表示してください。

※４ a～ｌのいずれかに該当している場合には、その旨（概要）を記載してください。
※５ 独立役員の選任理由を記載してください。
※６ 独立役員を１名以上確保できていない状況が生じた場合又は社外取締役を１名以上確保できていない状況が生じた場合、有価証券上場規程上の企業行動規範に

違反する状態が発生することとなりますので、速やかに東証の上場会社担当者までご連絡ください。

当社の独立性判断基準について
「ＪＶＣケンウッド　コーポレートガバナンス方針」第18条
　当社は、原則として、経験、実績、専門的知見・見識等による経営の監督機能の実効性を確保する一方で、一般株主の利益相反のおそれのない独立性についても確
保するため、独立性に関する基準または方針は、株式会社東京証券取引所における「上場管理等に関するガイドライン」Ⅲ５．(3)の２を基準に、当社の主要株主や
主要取引先（連結売上高の１％以上の取引額がある取引先）の業務執行者であった経歴がないことを確認するなど行ったうえで、社外取締役および社外監査役の候補
者を決定する。

株式会社東京証券取引所における「上場管理等に関するガイドライン」（2025年４月１日改正）
Ⅲ５．（３）の２
　有価証券上場規程施行規則第436条の２の規定（独立役員の確保に関する取扱い）に基づき上場内国株券の発行者が独立役員として届け出る者が、次のaからd
　までのいずれかに該当している場合におけるその状況
　ａ．当該会社を主要な取引先とする者若しくはその業務執行者又は当該会社の主要な取引先若しくはその業務執行者
　ｂ．当該会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の
　　　団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）
　ｃ．最近においてａ又は前ｂに該当していた者
　ｃの２　その就任の前10年以内のいずれかの時において次の（ａ）又は（ｂ）に該当していた者
　（ａ）当該会社の親会社の業務執行者（業務執行者でない取締役を含み、社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、監査役を含む。）
　（ｂ）当該会社の兄弟会社の業務執行者
　ｄ．次の（ａ）から（ｆ）までのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者
　（ａ）ａから前ｃの２までに掲げる者
　（ｂ）当該会社の会計参与（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。当該会計参与が法人である場合は、その職務を行うべき社員を含む。
　　　　以下同じ。）
　（ｃ）当該会社の子会社の業務執行者（社外監査役を独立役員と指定する場合にあっては、業務執行者でない取締役又は会計参与を含む。）
　（ｄ）当該会社の親会社の業務執行者（業務執行者でない取締役を含み、社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、監査役を含む。）
　（ｅ）当該会社の兄弟会社の業務執行者
　（ｆ）最近において（ｂ）、（ｃ）又は当該会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む。）
　　　　に該当していた者


